（様式１）
平成　　年　　月　　日
静岡県中小企業団体中央会会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　団体等名称：
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者役職：
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名：　　　　　　　印
新卒者就職応援プロジェクトコーディネート等事業（地域・業種型）
申　　　　請　　　書

　新卒者就職応援プロジェクトコーディネート等事業（地域・業種型）に係る企画提案書を下記の通り提出します。
１．企画提案総額：　　　　　　　　　　　　　円
　　　２．企画書類
企画提案書等
（様式１（本紙）～４及び様式不問の追加資料）
　　　３．添付書類
・パンフレット等団体の概要が分かる資料
・定款又は寄付行為或いはこれに当たるもの
・過去３年間の決算資料
	（様式２）

	受付番号
	　
	

	
	
	

	静岡県中小企業団体中央会会長　殿

	
	
	

	「新卒者就職応援プロジェクトコーディネート等事業（地域・業種型）」

	企画提案申込書

	申請者
	団体名
	　

	
	代表者役職・氏名
	　

	
	所在地
	〒

	事業実施責任者
	氏名（ふりがな）
	　

	
	役職
	　

	事業担当者（連絡先）
	氏名（ふりがな）
	　

	
	役職
	　

	
	所在地
	〒

	
	電話番号
（代表・直通）
	　

	
	ＦＡＸ番号
	　

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	　


	（様式３）

	団体概要表

	

	１．団体名
	

	２．所在地
	〒

	
	ＴＥＬ：
	ＦＡＸ：

	
	E-mail：
	ＵＲＬ：

	３．設立年月日
	

	４．代表者名
	

	５．出資金又は基本財産
	

	６．役職員数
	

	７．主要事業（定款記載事業等）

	

	８．収支状況（直近の決算）

	（単位：千円）

	収入の部
	支出の部

	科目
	金額
	科目
	金額

	会費収入
	　
	管理費他支出
	　

	事業収入（売上高）
	　
	事業支出（仕入高）
	　

	補助金収入
	　
	次期繰越収
	　

	その他（雑収入）
	　
	支差額
	　

	前期繰越収
	　
	
	　

	支差額
	　
	
	　

	
	　
	
	　

	
	　
	
	　

	
	　
	
	　

	合計
	　
	合計
	　

	９．直近２期財務状況

	項目
	直近確定期
	左の前期

	
	～平成　　年　　月　　日
	～平成　　年　　月　　日

	会費収入・

事業収入（売上高）
	千円
	千円

	当期純損益又は年度損益
	千円
	千円

	前年度繰越損益
	千円
	千円

	年度末処分利益
	千円
	千円

	年度末借入金残高
	千円
	千円


	１０．組織
	（組織図など）

	
	


（様式４）
企画提案書
１．総論
（１）事業の実施体制
　　本事業を実施していくための全体的な体制（関係者と貴団体との関係、役割分担を含む。）について記載し、その実施体制をとることによる優位性を付記してください。
	


（２）本事業の実施により想定される実績
　　　事業の実施体制を踏まえ、達成すべき目標とする実績を記載してください。特に、実施件数、職場体験等終了後の就職率等については、可能な限り定量的に記載してください。
	


２．事業推進体制
本事業を実施するための貴団体における運営体制、管理体制について記載してください。適宜、図を用いて明確に記載することも可能とします。
	


３．概算費用
　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　　目
	事業に要する経費
	積　算　根　拠

	Ⅰ．人件費等
１．人件費
Ⅱ．事業費
（１）謝　金
（２）旅　費
（３）その他の経費
①会場借料
②会議費
③資料作成費
　④印刷費
　⑤通信運搬費
　⑥消耗品費
　⑦雑役務費
　⑧資料購入費
　⑨広報費
　⑩施設使用料
　⑪借損料
　⑫教材費
　⑬調査費
　⑭保険料
Ⅲ．一般管理費
Ⅳ．消費税及び地方消費税

	
	

	合　計
	
	


（注１）貴団体の積算基準を用いて積算してください。
（注２）助成金（実習生の技能習得支援助成金、受入れ中小企業の教育訓練費助成金、訓練生寮費助成金）は、提案額に含めないでください。
（注３）契約にあたっては、事業費の見直しを求める場合があります。見直しは、協議の上行うこととしますが、合意しない場合は契約を行わない場合もあります。
４．事業実施内容
（１）新卒者就職応援プロジェクトコーディネート等事業（地域・業種型）実施計画
　　職場体験等について、実施地域や業種（受入れ企業)、実習内容等をできるだけ具体的に記載してください。特に、想定している実施件数及び職場体験終了後の中小企業への就職率は明記してください。
	


（２）その他、本事業を実施する上で必要な業務
	本事業を実施する上で、必要と考える業務について具体的に記載してく
ださい。

	


（別添１）
新卒者就職応援プロジェクトコーディネート等事業（地域・業種型）
［対象経費］
本事業の対象となる経費は以下のとおりとする。
	区分等
	支出範囲

	１．人件費

	・本事業を実施するための職員に対する経費（本事業に従事した時間を他事業と明確に区分できるものに限る。）。
＜人件費時間単価の積算方法＞
人件費時間単価
　＝（年間総支給額＋年間法定福利費）÷年間理論総労働時間
※　法定福利費は健康保険、介護保険、厚生年金保険、労働保険、児童手当拠出金、身体障害者雇用納付金、労働基準法の休業補償等の事業者負担分とする。
　　なお、年間総支給額は、基本給、管理職手当、都市手当、住宅手当、家族手当、通勤手当等の諸手当及び賞与を含めることができるが、それ以外の食事手当などの福利厚生面での補助として助成されているものは含めることができない。また、超過勤務手当・深夜勤務手当・休日出勤手当等は、含まれない（分母が「年間所定労働時間」であるため。）。

※　出向者の年間総支給額及び年間法定福利費は、出向元が負担した年間給与及び年間法定福利費とする。
※　年間理論総労働時間とは、年間所定総労働時間と同義

	２．事業費
(1)謝金
(2)旅費
(3)その他の経費
　①会場借料
　②会議費
　③資料作成費
　④印刷費
　⑤通信運搬費
　⑥消耗品費
　⑦雑役務費
　⑧資料購入費
　⑨広報費
　⑩施設使用料
　⑪借損料
　⑫教材費
　⑬調査費
　⑭保険料
　⑮その他

	・本事業を実施するために必要となる委員、講師等に対する謝金。
・事業実施団体がキャリアカウンセラー等専門家を雇い入れる場合に必要な謝金。
※　謝金の単価は、原則として各事業実施団体の規程による。
・職員、講師、キャリアカウンセラー等専門家が本事業を実施するために必要となる旅費（交通費、日当、宿泊費）。
・本事業の実施に際し、必要な以下の経費。
・外部の施設等を使用する場合の会場借料（事業実施団体が保有・管理する施設・貸室等の使用料は対象となりません。）。
・外部の者との打ち合わせ等の会議費。
・打ち合わせ等で必要となる資料作成費（印刷費を外部に支払っている場合のみ対象になります。）。
・カリキュラムや各種報告書、調査票等の印刷に必要な経費（印刷費を外部に支払っている場合のみ対象になります。）。
・切手、通信及び機器・機材等の運搬のための経費。
・消耗品の購入に要する経費。
・アルバイト等の雇い入れに要する経費（交通費含む。）。
・図書等資料購入及びコピー等に要する経費（コピー費は外部に支払っている場合のみ対象になります。）。
・本事業の参加者募集等を行うために要する経費（事業実施団体が発行する媒体（紙面、ＨＰ等）への掲載料は対象となりません。）。
・特殊な施設・設備を使用するために要する経費。
・機材等のレンタル・リース等に要する経費。
・円滑なマッチングや職場体験を実施するためのカリキュラム等の作成に要する経費。
・職場体験実施後のフォロー調査等に要する経費。
・職場体験等を実施する際に必要となる保険料。
・本中央会会長が特に必要と認めた経費


	３．一般管理費
	・上記１．及び２．に掲げた経費総額の１０％以下（外注に係るものを除く。）を計上する。
※　一般管理費積算にあたっての「外注」の考え方は以下のとおり。
　・「外注」として取り扱わないもの（一般管理費の算出根拠となるもの）
　　　人件費、謝金、旅費、会場借料、会議費、
　　　資料作成費、通信運搬費（郵券代等）、消耗品費、　　　
　　　雑役務費、資料購入費　等
　・「外注」として取り扱うもの（一般管理費の算出根拠とならないもの）
　　　印刷費、通信運搬費（封入、宛名入れ等を含めて依頼するもの等）、広報費、保険料　等


	４．消費税及び地方消費税
	・上記１．から３．の項目は消費税及び地方消費税を除いた額で算定し、その総額に消費税及び地方消費税を乗じて得た額を記入すること。なお、免税業者の場合は、仕入課税額を消費税及び地方消費税欄に記入すること。



（様式５）
平成　　年　　月　　日
静岡県中小企業団体中央会会長　殿
　　　　　　　　　　　　（都道府県名）
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　知　事　：　　　　　　　　　　印
推　　　薦　　　書
　新卒者就職応援プロジェクトコーディネート等事業（地域・業種型）を実施するに際し、当県（都 道 府）においては、下記の者が適当であると考えるので推薦します。
　なお、被推薦人が採択された場合には、当県（都 道 府）もその事業実施に最大限協力する意向であることを、申し添えます。
記
　　　団　体　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　代　表　者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注）都道府県知事が推薦できるのは１団体のみです。
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